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１１ＤＤ００８８
次次世世代代のの技技術術経経営営 脱脱炭炭素素にに向向けけたたモモノノづづくくりり力力ととググロローーババルルササウウススのの
起起爆爆力力のの融融合合 －－日日印印ピピアア効効果果のの追追及及にによよるるモモノノづづくくりり力力とと 力力のの融融合合

 
〇渡辺 千仭 (東京工業大学)、 藤  祐司  (東北学院大学) 

 
1. 序序

 
図図 2. ESG リリススククにに対対すするる R&D対対応応 

成長とCO2 排出軌道の好対照

世界の CO2 排出トップ 7 位までを占める 「CO2排出大
国」 の中でも米国、日本、ドイツ等 「西側先進国」 が
2013以降押しなべて CO2排出量減少軌道に転じている
のと好対照に、中国、インドは、依然、経済成長に伴う
CO2 排出増大を抑えきれずにいる (図図 2)。 
 
 

ねらい

世界最大の人口を擁するに至ったインドはグローバ
ルサウスの盟主を目指してデジタル技術の躍進を
梃に世界 3位の CO2 排出量の削減を率先している
[9]。だがその実効に不可欠な製造技術の裏打ちに
難航し、DX（デジタル変革）主導の脱炭素の実現は分
水嶺に直面している。 
グローバルサウスの CO2 排出量が世界の 2/3を占める
ことに照らせば、インドの脱炭素の帰趨は世界全体の
温暖化対策の成否を決するといっても過言ではない。 
このような中で、日本のモノづくりの強みとインドの誇る
DX 力の融合が注目され、それは、インド固有の伝統的
なイノベーション誘発システム 「ジュガード」 の時代的
刷新を促し[2]、次世代の技術経営に燭光を与える。 
本稿はこの可能性を検証する。 
 グローバルサウスの脱炭素

図図 1は世界の CO２排出量トップ 10を示す。インドは
3位、日本は 5位の責任を有する。 
 

図図 1. 世世界界のの CO2 排排出出トトッッププ 10 (2020) -100万ﾄﾝ 
資料: BP Statistics (2022). 

図図 2. 非非OECD諸諸国国ののCO2 排排出出量量シシェェアアのの推推移移 (1970-2020) -%.  
資料: World Bank Data Indicators.  

グローバルサウスの CO２排出量は急速に増大し、世
界全体の 2/3を占めるに至り (図図 2)、その盟主をねら
うインドの率先的対応が注目されるに至っている。 
 

図図 3. CO2 排排出出5大大国国ののCO2 排排出出量量のの推推移移 (19９0-2020) -百万ﾄﾝ. 
資料: World Bank Data Indicators.  
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2. 脱脱炭炭素素構構造造のの比比較較分分析析

本質的な脱炭素は脱エネルギー・炭素依存に向けた
R&D および経済社会総体のデジタル変革 DX に期待
される [13] ことに照らして、「CO2 排出 5 大国」 の 2013-
2020 の期間の CO2 排出量の平均変化率およびその要因
を比較すると、図図4のように示される (巻末別添 １ 参照) 。 
 
 

日本はエネルギー効率化と R&D 主導による エネ
ルギー削減、燃料転換によって脱炭素に邁進し[21]、
５か国中最低の成長率と相まって、年率 2%の CO２ 
排出量削減をリードしているが、インドはもっぱら DX
のみに依存しており、その経済成長 (年率 5%) は 
旺盛な DX にも関わらず年率 3.8%の CO2 排出の
増加をもたらしている。 
 
 

図図 4. CO2 排排出出 5大大国国ののCO2 排排出出・・同同要要因因増増減減率率 (2013-2020平均) - % p.a.

3. 分分水水嶺嶺にに直直面面 
すするるイインンドドのの DX 
経済成長に貢献する包
括的なデジタル化は相 

応の R&Dの進展に裏付けられ
ている [10] 一方、インドでは図図 5
に示すように、R&Dの増加ペー
スを超えてデジタル化が加速して
いる [8, 15]。 
その結果、図図 6 に示すように、イ
ンド以外の４か国では、R&D の
進展に裏付けられた堅実なデジ
タル化が図られ、その 「フライホ
イール効果」 を享受しているの
に対して[10]、インドでは近年同効
果にはつながらない、突出した  
「デジタル化の跛行的先行」 現
象がみられるに至っている。 
これは、都市・農村や富裕層・貧
困層間の格差を拡大したり、サイ
バーセキュリティ問題の派生等の
悪循環を惹起するところとなり、図図
7に示すように、インドの DXは
分水嶺に立ち、改めて「未成熟の
脱工業化」 [17, 18, 19] が取りざた
されるに至っている。 
 
 
 
 
 
 
本質的な脱炭素は脱エネルギー・
炭素依存に向けた R&D および経
済社会総体のデジタル変革 DX に
期待される  [12] ことに照らして、
「CO2 排出 5 大国」 の 2013-2020 の
期間の CO2 排出量の平均変化率お
よびその要因を比較すると、図図4のよ
うに示される (巻末別添１参照) 。 
 
 
 
 
 

図図 5. CO2 排排出出 5大大国国のの R&D 強強度度ととデデジジタタルル化化進進展展度度. 

図図 6. CO2 排排出出 5大大国国ののR&Dベベーーススデデジジタタルル化化のの推推移移 (2013-2020). 図図 7. 分分水水嶺嶺にに直直面面すするるイインンドドのの DX. 

(Flywheel effect) 
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4. 外外生生技技術術のの内内生生化化

デジタル化の進展は、図図8に示すように、大きく制度・リテ
ラシー・インフラ面の整備革新と製造技術を始めとする技
術基盤の革新に負う。インドで 2014/9 にスタートした 
Make in India は、専ら後者を、2015/5 にスタートした 
Digital India は前者を主眼とする。 
 
 

前者は学習効果を始めとする外生技術 (λ)に負うのに
対して、後者は堅実な R&D 投資等内生技術の蓄積を
必要とする。成長に結びつく Inclusive DX はアクセス可
能な技術ソリューションを開発するだけでなく、包括性の
観点からビジネスモデルや組織構造、社会システムの整
備・再考を図り、両者の好循環によるバランスの取れた発
展を必要とするが、インドの現状は図図9に示すように、圧 
 
 

図図 10. 日日印印脱脱炭炭素素比比較較優優位位 (2013-2020 平均削減率) とと代代表表的的なな比比較較優優位位技技術術.  

図図 9. CO2 排排出出5大大国国ののデデジジタタルル化化へへのの外外生生技技術術依依存存度度 (2013-2020). 

図図 8. デデジジタタルル化化進進展展ののダダイイナナミミズズムム－－内内政政技技術術・・外外生生技技術術ののババラランンススとと好好循循環環・・悪悪循循環環. 

倒的に外生技術に依
存し、内生技術蓄積
の遅れが否めない。 
その結果、先に見
たデジタル格差の
増大による悪循環
が危惧されるに至
り、「前世代デジタ
ルの併用への軌道
修正」 等の 「ダブ
ルトラック」 の具備
を余儀なくされるに
至っている [7]。 

2014/9にスタートした Make in India はこのよう
なインバランスの招来を避けることも念頭に置
いたものであるが [11, 12]、現時点では難航は
否めず[6, 20]、デジタル化が跛行的に先行し、
先に見たように、他国に誇る DX 主導の脱炭素
の実現も分水嶺に直面するに至っている [3, 4]。
このような観点から、製造技術の発展整備が急
務とされ、図図 10 に示すような日本のモノづくり
の強みとインドの DX 力との融合が注目される
に至っている [2, 9]。 
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5. イインンドド固固有有ののイイノノベベーーシショョンン誘誘発発シシスステテムム ジジュュガガーードド のの時時代代的的刷刷新新

このような融合の重要性の高まりは、混沌をバネに、
最適な共生パートナーを追求することによって、倹約
的で柔軟かつ包括的な方法で持続成長を図るインド
固有のイノベーション誘発システム 「ジュガード」 の
鍵となる「最適なパートナーの確保」につながることに
なり、日印協力の促進を期待させることになる [14]。 
ジュガードは、図図 11に示すように、森林エコシステムの 
 
 
 

図図 11. ジジュュガガーードドとと森森林林エエココシシスステテムムのの持持続続成成長長ダダイイナナミミズズムムのの対対比比. 

図図 12. 脱脱炭炭素素にに向向けけたた日日印印ピピアア効効果果のの追追及及－－日日本本ののモモノノづづくくりり力力ととイインンドドののDX 力力のの融融合合. 

持続成長と酷似し[14]、機知に富んだ多様なスキルと創
意工夫をベースに、適応性に優れた、イノベ－ティブ
な問題解決策を志向するインスティテューションの下
に、資源制約等の難局に対して、革新的解決を導く協
働策を追求して最適持続解を模索するもので、エネル
ギー危機等をバネにイノベーションを誘発して対抗し
た日本システムと優れた親和性を有するものである。 
 
 

このユニークなシステムは、歴史的に、インド固有の多
様性に富んだイノベーティブな解決策志向なインステ
ィテューションとたえざる混沌の中で、築かれ、磨き上
げられてきたものであるが、今日、脱炭素という世界大
の課題に直面し、それにグローバルサウスのリーダー
として率先果敢に挑戦するにあたって、「ジュガードの
時代的刷新」 が求められるに至っている [1, 16]。 
 
 

それは畢竟、脱炭素という世界大の課題に対するグ
ローバルサウスにも適応可能な、世界標準となりうる
実践的・革新的で、「倹約的で柔軟かつ包括的」な
解をリードすることに他ならず、難局をバネに飛躍す
る日本システムとの親和性に照らせば、脱炭素という
共通の課題に対する取り組みに高い補完性を発揮
する素地を有するものと考えられる。 
 
 6. 日日印印ピピアア効効果果のの追追及及

このような中で、図 10
に示す日本のモノづく
り力、インドのDX力に
代表される相互の比
較優位の融合を図るこ
とは  「世界大の課題
に対する世界標準とな
りうる実践的な解のリ
ード」 への道を拓くこ
とが期待される。 
このためには、図図 12に
示すように、双方のベ
ストプラクティスを結集
して相互に切磋琢磨
しあって高めあうピア
―効果を追求し[5]、そ
れをトリガーに融合へ
のマッチングが雪だる
ま式に増大していく好
循環のシステムを構築
していくことが効果的と
考えられる。 
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7. 結結 論論 －－ 次次世世代代のの技技術術経経営営へへのの示示唆唆 参考文献

脱炭素は、洋の東西、南北を問わぬ世界共通の一蓮托
生の課題であり、個々の対応では解決不能で、世界全体
の一体的取り組みによってこそ解決可能な課題である。 
世界最大の人口を擁するに至ったインドはグローバ
ルサウスの盟主を目指してデジタル技術の躍進を梃
に世界 3位の CO2 排出量の削減を率先している。 
だがその実効に不可欠な製造技術の裏打ちに難航し、
DXを軸とした脱炭素の実現は分水嶺に直面している。 
グローバルサウスの CO2 排出量が世界の 2/3を占める
ことに照らせば、インドの脱炭素の帰趨は世界全体の
温暖化対策の成否を決するといっても過言ではない。 
このような中で、日本のモノづくりの強みとインドの誇る
DX 力の融合が注目され、それは、インド固有の伝統
的なイノベーション誘発システム 「ジュガード」 の時
代的刷新を促し、以上の状況に照らせば、これは次世
代の技術経営に燭光を与えることを期待させる。 
本稿はこの可能性の検証を試みた。 
世界の CO2 排出量 3 位、5 位を占めるインド・日
本を擁する 「CO2 排出 5 大国」 にあって日本、米国、
ドイツの「西側経済大国」の CO2 排出量は減少傾
向に転じているが、中国、インドのグローバルサウス
では経済成長による CO2 排出量を抑えきれず、こ
れらグローバルサウスの CO2 排出量シェアーは急速
に増大し、世界全体の排出量の 2/3 を占めるに至っ
ており、その削減が世界全体の課題となっている。 
日本はエネルギー効率化と R&D 主導のエネルギー
削減、燃料転換によって CO2排出を削減するに至っ
ているが、インドの経済成長は 旺盛な DX にも関わ
らず CO2排出の増加をもたらしている。 
経済成長に貢献する包括的なデジタル化は R&Dの
進展を不可欠とするがインドではR&Dの増加ペース
を超えてデジタル化が加速しており、期待とは裏腹
の格差拡大等をきたし、DXは分水嶺に立っている。 
このような、外生技術を中心とした急速なデジタル化に
は内生技術開発を補完するバランスのとれた開発が必
要不可欠で、この要件は日本の製造業の強みとインド
の DX の融合の重要性をクローズアップする。 
このような融合の重要性の高まりは、混沌を最適化
し、倹約的で柔軟かつ包括的な方法で成長を推進
するインド固有のイノベーション誘発システム 「ジュ
ガード」 の鍵となる両国の強みの融合につながるも
のであり、日印協力の促進を求めることになる。 
このアプローチは、日本のアプローチ、特に脱炭素化な
どの共通の優先的課題に対して非常に補完的であり、
本格的な脱炭素化に不可欠とされる日本のデジタル化
とインドの製造技術の進歩との間の好循環を誘発する。 
このような中で、日本のモノづくり力、インドの DX 力
に代表される相互の比較優位の融合を図ることは
「世界大の課題に対する世界標準となりうる実践的な
解のリード」 への道を拓くことを期待させる。 
この期待に応えるためには、双方のベストプラクティ
スを結集して相互に切磋琢磨しあって高めあうピア
―効果を発揮し、それをトリガーに融合へのマッチン
グが雪だるま式に増大していく好循環のシステムを
構築していくことが効果的と考えられる。 
このような取り組みを通じて、脱炭素という世界大の
課題に対するグローバルサウスにも適応可能な、世
界標準となりうる実践的・革新的で、「倹約的で柔軟
かつ包括的」な解が期待される。 
双方のベストプラクティスを結集して、ピア効果の好
循環を検証する「日印脱炭素シンポジウム」はそのパ
イオニアと期待される。https://foxc-j.com/001.html  
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別別添添 CO2 のの排排出出構構造造 別別添添 2. DX にによよるる脱脱炭炭素素：：R/Y のの必必要要条条件件

別別添添 3. CO2 排排出出 大大国国のの CO2 排排出出・・同同要要因因増増減減率率 (2013-2020 平均) - % p.a 
p.a.
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